
◎防衛庁設置法等の一部を改正する法律 
（平成一七年七月二九日法律第八八号）   

一、提案理由（平成一七年四月七日・衆議院安全保障委員会） 

○大野国務大臣 ただいま議題となりました防衛庁設置法等の一部を改正する法律案に

ついて、その提案理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 この法律案は、防衛庁設置法、自衛隊法、防衛庁の職員の給与等に関する法律、安全

保障会議設置法及び自衛隊員倫理法の一部改正を内容といたしております。 

 平成十七年度以降に係る防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画に基づき、多機能で

弾力的な実効性のある防衛力を効率的に整備するとの観点から、統合運用体制の強化、

弾道ミサイル等に対する体制の整備、情報部門の改編、陸上自衛隊の混成団の旅団化を

行うとともに自衛官の定数及び即応予備自衛官の員数等を改め、あわせて、防衛庁の職

員に対し適用されている一般職の職員の給与に関する法律別表第六イ教育職俸給表(一)

について所要の措置を講ずるものであります。 

以上が、この法律案の提案理由であります。 

 次に、この法律案の内容について、その概要を御説明いたします。 

 第一に、防衛庁設置法の一部改正の内容でありますが、これは後ほど御説明いたしま

す第一四旅団の新編等に伴い、自衛官の定数を千五百九十八人削減するものであります。

これにより自衛官の定数は二十五万一千五百八十二人となります。 

 また、統合運用体制の強化のため、統合幕僚監部、統合幕僚長及び統合幕僚副長を新

設し、その所掌事務及び職務を定める等所要の改正を行うものであります。 

 また、高度な情報能力の保有とその十分な活用のため、情報本部を本庁に置く特別の

機関とするとともに、その所掌事務を定めるものであります。 

 第二に、自衛隊法の一部改正の内容でありますが、統合幕僚長の職務を定める等の所

要の改正を行うものであります。 

 また、即応予備自衛官の員数を六百二十六人削減し、これにより即応予備自衛官の員

数は八千三百七十八人となります。 

 また、我が国に飛来する弾道ミサイル等につき、その落下による我が国領域における

人命または財産に対する被害を防止するため、自衛隊の部隊に対し、当該ミサイル等を

破壊する措置をとるべき旨を命ずることができるよう所要の改正を行うものであります。 

 また、新たな脅威や多様な事態に対応するため、第一四旅団を新編するものでありま

す。 

 また、市町の廃置分合に伴い、第四航空団司令部の所在地を改めるものであります。 

 第三に、防衛庁の職員の給与等に関する法律の一部改正の内容でありますが、防衛大

学校の教授等に対し適用されている教育職俸給表(一)に係る経過措置の規定を廃止する

とともに、所要の切りかえ措置等について規定すること等であります。 

 その他、関係法律の規定の整備を行うものであります。 



 以上が、防衛庁設置法等の一部を改正する法律案の提案理由及びその内容の概要でご

ざいます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 

 ありがとうございます。 

二、衆議院安全保障委員長報告（平成一七年六月一四日）   

○小林興起君 ただいま議題となりました防衛庁設置法等の一部を改正する法律案につ

いて、安全保障委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、自衛隊の任務の円滑な遂行を図るため、防衛庁設置法、自衛隊法、防衛庁の

職員の給与等に関する法律、安全保障会議設置法及び自衛隊員倫理法の一部を改正する

ものであり、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、自衛官の定数を千五百九十八人削減し、二十五万千五百八十二人に改めるこ

と、 

 第二に、統合幕僚監部、統合幕僚長及び統合幕僚副長を新設するとともに情報部門の

改編等を行うこと、 

 第三に、即応予備自衛官の員数を六百二十六人削減し、八千三百七十八人に改めるこ

と、 

 第四に、我が国に飛来する弾道ミサイル等につき、その落下による我が国領域におけ

る人命または財産に対する被害を防止するため、自衛隊の部隊に対し、当該ミサイル等

を破壊する措置をとるべき旨を命ずることができるよう所要の規定の整備を行うこと、 

 第五に、陸上自衛隊の部隊として、第二混成団を廃止して、新たに第十四旅団を新編

することであります。 

 本案は、去る四月一日本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、同日本委員会

に付託されました。 

 本委員会におきましては、同月七日大野防衛庁長官から提案理由の説明を聴取した後、

翌八日から質疑に入り、二十六日には参考人から意見を聴取するなど慎重に審査を行い、

本日質疑を終了いたしましたところ、本案に対し、自由民主党及び公明党の共同提案に

より、自衛隊法第八十二条の二第三項の規定の趣旨を明確化することを内容とする修正

案が、また、民主党・無所属クラブから、弾道ミサイル等に対し講じられた措置につい

て国会の承諾を求めなければならないことなどを主な内容とする修正案がそれぞれ提出

され、両修正案について提出者から趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、討論を行い、採決を行いました結果、民主党・無所属クラブ提出に係る修正

案を賛成少数をもって否決した後、自由民主党及び公明党提出に係る修正案並びに修正

部分を除く原案はいずれも賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと議

決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 



○委員会修正の提案理由（平成一七年六月一四日） 

○赤城委員 ただいま議題となりました防衛庁設置法等の一部を改正する法律案に対す

る修正案につきまして、自由民主党及び公明党を代表いたしまして、その趣旨及び内容

を御説明申し上げます。 

 今般提出された政府原案は、自衛隊の新たな統合運用体制の強化を図るとともに、弾

道ミサイル等に対処するため自衛隊の新たな行動類型を新設するなど、重要な内容を含

んでおり、防衛庁・自衛隊が今後、任務を円滑に遂行していく上で、必要不可欠な法整

備であることは、改めて申し上げるまでもございません。 

 一方、委員会審議を通じて、政府原案の弾道ミサイル防衛に係る部分のうち、自衛隊

法第八十二条の二第三項に関しては、規定の趣旨をより正確に理解できるよう文言を修

正すべきであるとの考えが与野党を問わず共有されるに至りました。 

 このような委員会での審議を踏まえて、我々自由民主党及び公明党は、自衛隊法第八

十二条の二第三項の規定の趣旨をより明確化する修正案を提出することといたします。 

 次に、修正案の内容について申し上げます。 

 本修正案は、自衛隊法第八十二条の二第三項に基づく命令が、事態が急変する以前に、

あらかじめ発せられることが明確にわかるよう、所要の文言の修正を行うものでありま

す。 

 以上が、本修正案の趣旨及び内容であります。 

 我々自由民主党及び公明党は、弾道ミサイル防衛の重要性にかんがみ、政党間の垣根

を越えて対応する必要があるとの認識のもと、民主党と修正協議を行ってまいりました。

しかし、弾道ミサイル防衛が必要であるという基本認識や法案の重要性については一致

を見たものの、その他の個別の事項に関して修正協議が調わず、与野党別個に修正案を

提出することとなったことは、まことに残念のきわみと言えます。 

 しかしながら、実力組織である自衛隊の行動を規律する自衛隊法をより一層国民の理

解に資するものとするというこの修正案の趣旨については、民主党の理解も得られるも

のではないかと考えております。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年六月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用に遺憾なきを期すべ

きである。 

一 陸海空各自衛隊の特性に配意しつつ、各自衛隊が指揮通信や教育訓練分野等におけ

る各種施策を通じて有機的に連携することにより、実効的な統合運用体制を確立する

こと。 

二 統合幕僚長の任命に当たっては、陸海空各自衛隊の順送りによる持ち回りや、各自

衛隊のバランスを考慮することなく、最適任の人材を任命すること。 

三 情報本部を中心とした情報体制の整備に際しては、所要の情報の共有に努め、自衛



隊全体の連携体制の強化に努めること。 

四 統合幕僚長は職務を遂行するに当たり、必要に応じて陸海空各幕僚長の所掌に関わ

る事項について調整を行うこととし、統合幕僚長は陸海空各幕僚長と連携しつつ、円

滑に職務を遂行するよう努めること。 

五 統合運用体制を強化するため、主要部隊の司令部に他の自衛隊に所属する幕僚を配

置すること等を一層促進すること。 

六 統合運用の推進に当たっては、統合訓練等を通じて、平素から統合運用体制の確立

に努めること。 

七 統合運用の遂行に関わる将官への昇任に統合教育及び統合勤務経験を必須化するこ

とについて、速やかに所要の措置を講ずること。 

八 陸海空各自衛隊間の人事交流や教育交流など、統合運用へ向けた人事教育施策の導

入を検討すること。 

九 防衛計画の大綱の見直しに併せて、統合運用体制について検討を加え、必要がある

と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずること。 

十 自衛隊法第八十二条の二第一項の規定に基づく命令が発せられた場合又は弾道ミサ

イル等が我が国に飛来する事態が生じた場合には、混乱の回避に配意しつつ、その旨

を遅滞なく国民に公表するとともに国会に報告すること。 

十一 自衛隊法第八十二条の二第三項の規定によって命令をあらかじめ発出した場合に

おいても、同条第一項の我が国への弾道ミサイル等の「飛来のおそれ」を認めるに至

った場合には、防衛庁長官は、第一項の規定に基づく命令を発出し、第三項の規定に

よる命令を解除すること。 

十二 弾道ミサイル等が我が国に飛来する事態が生じた場合において、当該事態が終結

したときは、自衛隊法第八十二条の二第五項の措置についての報告に加えて、当該事

態に係る事項及び当該弾道ミサイル等に対処するために講じた措置について、国会に

包括的かつ詳らかに説明し、説明責任を尽くすこと。 

十三 弾道ミサイル等を迎撃するシステムの導入を進めるにあっては、我が国安全保障

に資するように配慮しつつ、文民統制確保の要請に応えられるよう、その効果・費用

等について適時適切に国会に説明をすること。 

十四 弾道ミサイル防衛が今後相当の経費を要することに留意し、必要に応じたその他

の我が国防衛力の整備にも努めること。 

三、参議院外交防衛委員長報告（平成一七年七月二二日）   

○林芳正君 ただいま議題となりました法律案につきまして、外交防衛委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、新たな防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画に基づき、多機能で弾力

的な実効性のある防衛力を効率的に整備するとの観点から、統合運用体制の強化、弾道

ミサイル等に対する体制の整備、情報部門の改編、陸上自衛隊の混成団の旅団化を行う



とともに自衛官の定数及び即応予備自衛官の員数等を改め、あわせて、防衛庁の職員に

対し適用されている一般職職員給与法別表の教育職俸給表(一)について所要の措置を講

ずるものであります。 

 委員会におきましては、まず、政府から趣旨説明を聴取するとともに、衆議院修正部

分について修正案提出者から説明を聴取した後、質疑を行ったほか、参考人からの意見

聴取を行いました。 

 委員会における質疑の主な内容を申し上げますと、新しい安全保障環境の下における

防衛力整備の在り方、統合幕僚長の新設と統合運用体制の確立に向けた取組、統合運用

体制とシビリアンコントロールの確保、弾道ミサイル防衛の信頼性及び費用対効果、国

会の関与の在り方、集団的自衛権との関係などでありますが、詳細は会議録によって御

承知願います。 

 質疑を終局した後、民主党・新緑風会の齋藤理事より、弾道ミサイル等破壊措置の命

令が発せられた場合等の国民への公表及び国会報告、弾道ミサイル等に係る対処措置の

国会承諾、本法施行後三年を目途としての見直し規定の追加等を内容とする修正案が提

出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会の榛葉理事より、修正案に賛成、

原案に反対、自由民主党及び公明党を代表して自由民主党の山谷委員より、修正案に反

対、原案に賛成、日本共産党の緒方委員より、修正案及び原案に反対、社会民主党・護

憲連合の大田委員より、修正案及び原案に反対する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終わり、採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案どおり

可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し四項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年七月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用に遺憾なきを期すべ

きである。 

一 統合運用の推進に当たっては、陸海空各自衛隊の特性に配意しつつ、各自衛隊が指

揮通信や教育訓練分野等における各種施策を通じて有機的に連携することにより、実

効的な体制を確立すること。統合運用体制の在り方については、防衛計画大綱の見直

しに併せて検討を加えること。 

二 統合幕僚長の任命に当たっては、最適任の人材を任命することとし、統合幕僚長は、

陸海空各幕僚長と連携しつつ、円滑に職務を遂行するよう努め、また、必要に応じて

陸海空各幕僚長の所掌に関わる事項について調整を行うこと。 

三 弾道ミサイル等を迎撃するシステムの導入を進めるに当たっては、我が国安全保障

に資するように配慮しつつ、文民統制の確保及び均衡ある防衛力の整備の要請に応え

られるよう、その効果・費用等について適時適切に国会に説明をすること。 



四 自衛隊法第八十二条の二第一項に基づく弾道ミサイル等に対する破壊措置に係る命

令が発せられた場合又は弾道ミサイル等が我が国に飛来する事態が生じた場合には、

混乱の回避に配意しつつその旨を遅滞なく国民に公表するとともに国会に報告するこ

と。弾道ミサイル等が我が国に飛来する事態が生じた場合において、当該事態が終結

したときは、当該事態に係る事項及び当該弾道ミサイル等に対処するために講じた措

置について国会に包括的かつ詳らかに説明し、説明責任を尽くすこと。 

  右決議する。 


